
   小金井市教育委員会後援等名義使用承認事務取扱要綱 

令和６年４月２３日制定 

 

（目的） 

第１条 この要綱は、教育、学術、文化及びスポーツの振興に貢献すると認められる

行事や事業、催物など（以下「行事等」という。）に、小金井市教育委員会（以下

「委員会」という。）又は小金井市教育委員会教育長の名義を使用（以下「名義使

用」という。）する区分を後援、共催、協賛及び推薦（以下「後援等」という。）の

４種類とし、その承認基準等について必要な事項を定め、事務の適正な執行を図る

ことを目的とする。 

（用語の定義） 

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるとこ

ろによる。 

⑴ 後援 委員会が市民などで組織された団体又は機関など（以下「団体等」とい

う。）が企画した行事等の趣旨に賛同し、円滑な実施ができるよう、市民への周

知などに便宜を図り、協力することをいう。 

⑵ 共催 委員会が他の主催者と共同し、同等の立場で行事等を企画し、経費や事

務の一部を直接又は間接的に分担して、円滑な実施を図る共同主催のことをいう。 

⑶ 協賛 委員会が行事等の趣旨に賛同し、助力することで、後援に準ずるものを

いう。 

⑷ 推薦 委員会がその趣旨に賛同し、映画や演劇、図書などで優良な内容を有す

るものを市民に薦めることをいう。 

（承認の基準） 

第３条 後援等の名義使用の承認の基準は、行事等を主催する団体等からの申請に基

づくもので、事業目的が明らかに教育、学術、文化及びスポーツの振興・普及に寄

与するものであって、委員会の教育行政の運営方針に反しないものであり、かつ、

公益性があるものとする。ただし、次の各号のいずれかに該当するものを除く。 

⑴ 公の秩序又は善良の風俗を乱すおそれのあるもの 

⑵ 宗教活動や政治活動を目的としたもの又は宗教団体や政治団体が主催するも

の 

⑶ 商品や作品の展示、販売、宣伝その他営利を目的としたもの 

⑷ 特定の流派又は個人の発表会など私的な行事等に該当するもの 



⑸ 主催者が明確でないもの 

⑹ 過去に後援等の名義使用の承認を受け、その承認の条件等を履行しなかったも

の 

⑺ その他委員会が不適当と認めたもの  

２ 前項の規定にかかわらず、特に必要と認めた行事等については、委員会はこれを

承認することができるものとする。 

（料金等の徴収） 

第４条 行事等の入場料、出展料、参加費など（以下「料金等」という。）は、原則と

して無料とする。 

２ 前項の規定にかかわらず、委員会は行事等の運営又は管理などに必要な経費の範

囲内で、かつ、相当な割引措置等が講じられていると認められるものについては、

所定の料金等の徴収を容認するものとする。公共的団体や社会福祉団体又はその他

の公共の福祉の増進を目的とする団体等が、行事等の収益の相当額を寄附するため

に有料で行う行事等の料金等の徴収についても、また、同様とする。 

（申請の手続） 

第５条 後援等の名義使用を希望する団体等は、小金井市教育委員会後援等名義使用

承認申請書（様式第１号）に、次に掲げる書類を添え、委員会に申請しなければな

らない。ただし、他の官公署が主催する行事等に委員会が後援等を行うときは、こ

の限りでない。また、委員会に団体としての届出（以下「登録」という。）を行っ

ているものについては、その一部を省略することができるものとする。 

⑴ 団体等の規約など、主催者の存在が明確となるもの 

⑵ 行事等に関係している役員の住所、氏名及び業務分担が分かるもの 

⑶ 行事等の内容及びその計画を明らかにするもの 

⑷ その他委員会が必要と認めるもの 

２ 料金等を徴収する行事等については、前項で規定するもののほか、行事等収支予

算計画書（様式第２号）を提出しなければならない。 

３ 行事等の実施に当たり、パンフレットやチラシ、ポスターなどの印刷物に後援等

の表示をするときは、原稿などを提出するものとする。 

４ 前３項で規定する申請の手続は、行事等の実施期日の１か月前までに行わなけれ

ばならない。ただし、委員会がやむを得ないと認めた行事等については、この限り

でない。  

（申請の受付及び承認） 



第６条 後援等の名義使用の申請受付及び承認等の事務を担当する課（以下「担当課」

という。）は、次に掲げる団体等又は行事等の内容により定めるものとし、必要に

応じて、関係課の合議を行う。 

⑴ 委員会に登録のある団体等は、その登録を所管する課 

⑵ 委員会に登録のない団体等は、その行事等の内容又は目的などが関連している

課 

（承認の期間） 

第７条 後援等の名義使用の承認期間は、承認日から当該行事等の終了する日までと

する。ただし、長期間にわたって定期的に活動等を実施する行事等については、承

認日から６か月を超えない期間を限度に名義使用を承認することができるものと

する。 

（承認の条件等） 

第８条 委員会は、後援等の名義使用の承認の基準に基づき、適当と認めた行事等に

ついては、次に掲げる条件を付して、小金井市教育委員会後援等名義使用承認通知

書（様式第３号）を交付し、後援等の名義使用を承認するものとする。 

⑴ 委員会は、名義使用の承認に当たり、補助金等交付の有無にかかわらず、共催

を除き、当該行事等の運営又は管理などに必要な経費の負担は行わない。 

⑵ 行事等の実施に当たっては、常に関係法令を遵守し、実施場所の周辺住民に迷

惑を及ぼさないよう十分注意を払うとともに、災害防止に努めるものとする。 

⑶ 行事等の参加者に対しては、公衆衛生や事故防止に十分配慮し、万一、事故等

が発生したときは、直ちに被害者の救護など必要な措置を講ずるものとする。特

に、花火の打ち上げ、模擬店などでの飲食物の提供、山車や神輿の巡行及びパレ

ードなどを予定しているときは、これらに関係する官公署等の指導や許認可を受

け、事故や食中毒などの防止に努めるものとする。 

⑷ 環境の保全に留意し、行事等の終了に当たっては、速やかに原状回復に努める

ものとする。 

⑸ 承認を受けた後援等の名義使用及びこれに関わる委員会の協力内容を他の団

体等へ譲渡し、又は転貸してはならない。 

２ 行事等に変更が生じたときは、直ちに担当課へ連絡し、指示を受けるとともに、

小金井市教育委員会後援等名義使用変更届書（様式第４号）を提出するものとする。 

３ 行事等の終了後は、３０日以内に、小金井市教育委員会後援等名義使用完了報告

書（様式第５号）を関係資料とともに担当課へ提出するものとする。また、料金等



の徴収を行ったものについては、行事等収支決算書（様式第６号）も併せて提出す

るものとする。 

４ 委員会は、共催を除き、後援等の名義使用を承認した行事等に係る事故の責任を

負わない。 

５ 主催者は、行事等の実施に伴い、市又は委員会に損害を与えたときは、市長の定

める損害額を賠償しなければならない。ただし、市長がやむを得ないと認めたもの

については、これを減額し、又は免除することができる。 

（不承認） 

第９条 後援等の名義使用の申請に基づき、委員会が不適当と認めた行事等について

は、小金井市教育委員会後援等名義使用不承認通知書（様式第７号）により、承認

できない理由を記載し、申請者に通知するものとする。 

（承認の取消し等） 

第１０条 後援等の名義使用を承認された行事等で、承認の条件等を履行していない

と委員会が認めたときは、小金井市教育委員会後援等名義使用承認取消通知書（様

式第８号）により申請者に通知し、当該名義使用の承認を取り消すとともに、その

旨を掲示場で公示するものとする。なお、承認を受けた行事等が、虚偽もしくは申

請した目的を逸脱し、又は申請した内容と著しい相違があると認めたとき、及び第

８条第２項の規定により、変更した内容が承認の基準又は承認の条件等に反すると

認めたときも、また同様とする。 

２ 委員会は、行政目的を達成するため、緊急やむを得ず、既に承認した名義使用に

関わる小金井市の施設使用など、委員会の協力内容について制限することができる。 

３ 前２項の規定により、後援等の名義使用の承認を取り消され、又は委員会の協力

内容を制限されたことにより生じた損害等については、委員会はその責任を負わな

い。 

（警告） 

第１１条 この要綱に規定する後援等の名義使用の承認を得ないで、行事等に名義使

用をした団体等については、名義使用等の即時中止について（警告）（様式第９号）

により警告するとともに、必要な措置を講ずるものとする。 

（事業報告書） 

第１２条 各担当課長は、毎月、後援事業報告書（様式第１０号）により、庶務課長

に対し報告することとし、庶務課長は、当該報告書を取りまとめて保管しておくも

のとする。 



（その他） 

第１３条 この要綱で定めるもののほか、必要な事項は教育長が別に定める。 

 

付 則 

 （施行期日） 

１ この要綱は、令和６年６月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ 改正後の小金井市教育委員会後援等名義使用承認事務取扱要綱の規定は、この要

綱の施行の日以後に名義使用の申請をする行事等について適用し、現に改正前の小

金井市教育委員会後援名義使用等承認事務取扱要綱の規定により後援の承認を受

けている事業の承認事項の変更、承認の取消し、実績報告及びこれに係る後援事業

報告については、なお従前の例による。 


